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索引
＊　本稿は，『資料で見る　ドイツ「エネルギー転換」の歩み　1980年～2016年』，新評論，の一部で
ある。ある重大な私的事情により，公刊できるかどうか不確定な状況となり，出版社の承認を得てそ
の一部を発表する。
　　なお，〈はじめに〉〈ドイツ「エネルギー転換」の現在と課題〉の図表は，すべて割愛した。
〈はじめに〉
　ドイツは，2011年，福島の核電事故を直接のきっかけとして，「エネルギー転換」を決定した。
その柱は，温室効果ガスの排出を削減し（脱化石），核発電所＊の利用を2022年までに止める（核
脱却）と同時に，エネルギー・資源の利用を節約・効率化し，再生可能エネルギーを拡張しエネル
ギーの供給全体をカバーすることである。次の図と表が，その全体像をよく示している。
＊以下，核電と略記する。核兵器と同じく，核分裂によるエネルギーを利用するからである。ドイ
ツでも当初原子力発電所Atomkraftwerkという表現が使われていた（し，現在でも使われる）が，
ある時期から核発電所Kernkraftwerkが一般化した。
　「エネルギー転換」は，総合的・体系的であるだけでなく，2050年までという長期的な計画でも
あり，また，エネルギー分野に限定されてもおらず，経済・社会構造の転換と国民の意識と生活の
根本的な変革も迫るものである。その根底には，現在世界中で行われているエネルギーの利用形態
がこのまま続けば，地球と生態系が破壊され，資源も枯渇し，人類の生存も危うくなるという危機
意識がある。つまり，現在のエネルギー社会は持続不可能なのである。
　だから，私たちは今，現在のエネルギー社会を従来どおり歩み続けるのか，それとも持続可能な
発展の道へ転換するのか，という歴史的な分岐点に立っている。その意味でドイツの「エネルギー
転換」は，まさに先駆的な試みであり，世界全体が直面する課題に挑戦していると言える。
　だが，この政策は，2011年に突然決定されたわけではない。戦後の反核平和運動，1970年代に
始まる核脱却と環境保護の社会運動と政策論争，それを通じた政治的意思形成の積み重ねの結果な
のである。とくに対立する意見を出し合い，討論を通じて合意を形成していく議論の発展が重要で
ある。議論の場も，運動内部ではもちろんだが，議会と政府（連邦，州，自治体と郡）の提案と審
議，専門家委員会での検討と提言，政治家と専門家の対話，裁判所の論争と審理，マス・メディア
による報道と議論，そして市民が参加する政治家・専門家・ジャーナリストとの意見交換と討論な
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ど，（どれほど不充分であり，批判されるべき点がたくさんあっても）さまざまな水準と形態で試
行錯誤が続いてきている。
　この資料集は，現在の「エネルギー転換」に至る過程で画期的と思われる主な文書，とくに核エ
ネルギー政策に関する文書を，現時点から遡って理解し考察できるように編集したものである。読
書案内でも紹介するように，核脱却と「エネルギー転換」に関する書物は，とても読みきれないほ
どたくさんある。しかし，そのほとんどは，著者による調査・見聞・分析・研究をまとめた結果，
言わば結論だけを提示したものであり，その時々のエネルギー政策をめぐる政治的意思形成の内容，
現在に至る政策の形成過程を必ずしも明らかにするものではない（例外は，ヨアヒム・ラートカウ
の『ドイツ原子力産業の興亡』，『エコロジーの時代』，イリング・ファルク『ドイツのエネルギー
政策』であろうか）。30年以上にわたる「エネルギー転換」への道を辿ることによって，しかも基
本的な資料を通じて辿ることによってはじめて，「エネルギー転換」の全体像をよりよく認識し，
その歴史的な意味もよりよく理解することができるのである（もちろん「逆も真なり」である。現
在を知ることによって，過去の歴史的な意味もより深く理解できる。だから，次項では「エネルギ
ー転換」の現状を簡潔に紹介する）。
　このような資料集は，これまでドイツでも日本でも公刊されていない。本資料集は，ドイツと日
本の「エネルギー転換」に関心のある人々，日本の「エネルギー転換」を実現するために日々努力
している多くの人々，ドイツと日本の「エネルギー転換」を勉強・研究している若い人々が，その
認識と実践を前進させるために編集された。そして，後続の世代が先人の知恵を継承することを願
って編まれている。
〈「エネルギー転換」の現在と課題（2016年）〉
　エネルギー政策の政治的意思形成過程をより深く理解するために，2013年のエネルギー・フロ
ーを一瞥した後，2014～2015年（部分的に2016年）段階の「エネルギー転換」の現状を簡単に見
てみよう（以下，主として経済・エネルギー省（以下，経済省）『未来のエネルギー　第４次エネ
ルギー転換 監
モニタリング
視 報告』，2015年11月，に依拠する。また本項にかぎり，頁数だけを記す）。
　現在のエネルギー政策「エネルギー転換」の（核脱却を除く）基本的骨格は，2010年９月の「エ
ネルギー計画」（資料１）に基づいている。この計画は，2050年までの長期的政策であり，しかも
エネルギー問題と気候変動問題を統合し，電力・熱・交通燃料を網羅した総合的・体系的な政策で
あると同時に，数値目標を明確化した画期的な政策である（ただし，この計画は，核エネルギーを
「再生可能エネルギーの時代に至る道における・・・『架け橋の技術』」として利用し続けることを
含んでおり，2011年の「エネルギー転換」で撤回された）。
　まず，この計画の数値目標を再確認しよう（表１）。
　2050年の主たる目標は，節約と効率化によって1次エネルギー消費を半減すること，最終エネル
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ギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を60％にすること（とくに電力では80％を達成する），
温室効果ガスの排出を1990年比で80～95％削減することである。そこに至る10年毎の短中期目標
も明確である。
　次に，この計画の短期目標（2020年）が相互にどのように関連しているかを再確認しよう（図
１）。
　それは，４層構造の有機体として理解できる。「エネルギー計画」が総合的・体系的であること
の意味，そしてたんなるエネルギー政策ではなく，政治・社会・経済・意識の構造転換も内容とし
ていることが分かるであろう（ただし，2015年段階の構造図であるために，核脱却が主柱の１つ
となり，その点だけが2010年の「エネルギー計画」とは異なっている）。
　頂点に立つ政治的目標として，気候変動（2020年までに温室効果ガスの排出を約40％削減する），
（2020年までに）核エネルギーからの脱却，競争力の維持，エネルギー供給の安定性が4本柱とさ
れている。それを具体化した中心的な戦略的目標としては，１次エネルギー消費の20％削減とエ
ネルギー効率化の向上，そして，エネルギー消費全体に占める再生可能エネルギーの割合を18％
に高めることが立てられる。次いで，それを達成するための主導目標が次のようにさらに具体化さ
れている。効率化を中心とする消費の削減では，電力・熱・交通の各分野でそれぞれ10％，20％，
10％が目標であり，再生可能エネルギーの拡張では，それぞれ35％以上，14％，数値目標なし，
である。これを実行する政策的手段が最下段であり，法律や政令，促進プログラム等から構成され
る。
　さて，この目標はどの程度達成されているのだろうか。
　もっとも基礎的なデータの第１は，１次エネルギー消費の水準の変化とそのエネルギー源別構成
である（図２，３）。
　2008年から2013年までに700ぺタジュール以上削減してはいるが，わずか5.1％の削減にすぎな
い。2020年の中間目標マイナス20％に照らせば，ほとんど進展がないばかりか，このまま続けば，
2050年の半減目標の達成はむずかしい。つまり，2013年までの政策を続行しても，また「気候保
護シナリオ2012」によっても，さらに環境・自然保護・建設・核炉安全省（以下，環境省）の「計
画報告2013」に従ってもそうだ（図４）。
　だからこそ，経済省は，2014年12月に「国民的行動計画　エネルギー効率化」を決定し，エネ
ルギーの効率化の向上による最終エネルギー消費の削減（消費における効率化）と，化石エネルギ
ー源を再生可能エネルギーによって代替したり，より効率的な施設へ転換したりすることによる１
次エネルギー消費の削減（生産における効率化）に関する緊急措置を提起したのである（図５，表
２。後述（2）－①参照）。
　参考までに，これによっても目標は達成できないと批判し，代替案を提起した世界自然保護基金
ドイツのデータも掲げておこう（図６）。
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　第２のデータは，目標達成の全体的実績である。表３は，「エネルギー転換」の数値目標（「エネ
ルギー計画」のそれと基本的に同じ）と実績（2014年現在）を簡潔にまとめたものである。
　一見して分かるように，電力消費および熱消費に占める再生可能エネルギーの割合は，2020年
の中間目標値を達成する可能性が高いが，温室効果ガスの排出削減と建物分野の熱需要の削減はや
やむずかしく，１次エネルギー消費と交通分野のエネルギー消費の削減はかなりむずかしい。
　次に，実績を先の４層構造に沿って個別的・具体的に確認しよう。
（1）　政治的目標
　①　温室効果ガス排出の削減：温室効果ガスの排出（その87.7%が二酸化炭素，メタンは6.5％，
亜酸化窒素は4.2％，1.6%がその他）は，2014年には1990年比二酸化炭素換算で３億3800万ト
ン，27％を削減した（49。図７）。
　　　したがって，政府は2014年12月の決定「行動計画　気候変動2020＊」を実行すれば，「少な
くとも40％削減」の目標を達成できるとし，「監視報告」もそれを追認しているが，そうであ
ろうか。疑念の理由は，エネルギー起源の二酸化炭素排出が全体の84.7%を占め（50），しか
もその圧倒的な部分が発電と熱生産に投入される化石燃料に起因するからである（図８）。
　　　だから，化石燃料を再生可能エネルギーによってどの程度代替できるか＊＊が鍵を握ってい
る。しかし，エネルギー消費の削減のもう１つの柱である節約・効率化も難問だが，この代替
もそれに劣らず難問なのである（戦略的目標の項を参照）。
＊「気候変動2020」の主な措置（54）：
　・ヨーロッパおよび国際的排出権取引，・在来型発電所パークの発展と再生可能エネルギーの拡
張，・「国民的行動計画　エネルギー効率化」の重点：建物領域の効率化，投資・企業モデルとし
てのエネルギー節約，効率化に対する自己責任，・戦略「気候と調和する建設と住居」，・交通部
門の気候保護措置，・エネルギー起源ではない排出の削源：産業，廃棄物経済，農業，・連邦の模
範機能，・研究と開発，・助言，啓蒙，自己イニシアティブ
＊＊「部門連結（再生可能電力による化石燃料の代替）」を含む。たとえば余剰の風力・太陽光等
再生可能電力によって熱を生産する（パワー・ツー・ヒート），ガスを（パワー・ツー・ガス）），
電力を（パワー・ツー・バッテリー）つくる。これによって電力網の安定化，需要に応じたエネ
ルギー供給，エネルギー損失の最小化にも寄与する（27）とされるが，とくに最終生産物への変
換の損失はどの程度に抑えられるのであろうか。
　②　核脱却：核電を2022年までに段階的に廃止することは，核法の第13次改定で確定した（図
９）。
　　　だが，３つの重大な難問が残されている（61）。第１に，放射性廃棄物の最終貯蔵である
（61）。2017年７月の「高レベル放射性廃棄物最終貯蔵の立地を探査，選択する法律」（立地選
択法）に基づいて「高レベル放射性廃棄物の貯蔵委員会」が組織され，立地の評価基準や代替
案の検討，選択過程の手続きや公共社会の参加・透明性の確保，安全性の検証などに関する報
告が2016年中葉に出されることになっている。議会の下で探査，提案，検討が行われるが，
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ゴアレーベンに象徴されるこれまでの失敗の歴史を踏まえると，紆余曲折が確実に予想される。
はたして予定されている2031年までに民主的な決定ができるのであろうか。
　　　第２に，廃炉・貯蔵の費用の負担問題である。核電の停止・廃炉と放射性廃棄物の最終処理
に関わる費用は，核電事業者が負担するのだが，その義務に対する親会社の責任が移行期間後
改組でなくなると，公的資金に対する財政的危険性が生じる。これを回避するためには親会社
の責任を延長する必要がある。そこで2015年10月に「核脱却融資検証委員会」が設立され，
企業がその義務を長期にわたって経済的に果たせるようにすることになっている。だが，この
課題も予定通りに解決できるかどうか，現段階で確定的なことは言えないだろう。
　　　第３に，エネルギー供給企業は，憲法裁判所と国際投資係争解決センター（ワシントン）に
数十億ユーロの訴訟を起こした。政府は理由がないと反対しているが，解決には時間がかかる
だろう。いずれの問題も，日本が直面しているあるいは早晩直面する難問である。
　③　競争力：（2）―②―ⅲを参照）。
　④　エネルギー安定供給：（2）―②―ⅳも参照）。
　　　ドイツは１次エネルギー消費の79.4%が化石燃料（石油33.8％，天然ガス21％，石炭12.7%，
褐炭12.7％）であり，しかも褐炭を除いて，輸入依存度が69.6％と高い。核エネルギー100%
（日本は「準国産エネルギー」という欺瞞的な表現を使っている！），石油97.7%，石炭86.5%，
天然ガス87.4%である（図10）。
　　　だから，安定供給を実現するためには核脱却と並んで，あるいはそれ以上に化石脱却が最重
要の課題となる。これはきわめて困難な課題である。根本的な政治的・経済的・社会的構造転
換が必要であり，「意識革命」が不可欠だからだ。
　　　他方，最終エネルギー消費の形態から見ると，ドイツには好条件がある。それは熱需要の割
合が高く，電力エネルギーの需要が（少なくとも現在は）30%を超えていないことである。つ
まり暖房を中心とする熱エネルギー消費（冷房を含む）は51%であり，温水を加えると55%を
占めている（図11）が，１次エネルギー源をエネルギー・サービス形態に転換する点で，電
力より熱の方が損失は少なく，転換過程も複雑・大規模ではないからだ（ただし，交通燃料問
題はこれらとは異なる側面をもっている。（2）－①参照）。
（2）　戦略的目標
　①　消費の削減と効率化の向上：すでに確認したように，１次エネルギー消費は，2020年まで
に20％，2050年までに半減するのが目標であったが，2008年比で8.7%削減した（2014年実績）。
影響を与える要因としては天候もあるが，人口数，経済成長やエネルギー集約度に左右される。
『監視報告』は，まず在来型のエネルギー源が再生可能エネルギーによってカバーされたこと
を高く評価している。在来型の割合が2008年比で約12%減少したのに対して，2014年の再生可
能エネルギーの割合は12%になった（24）。同時に，１次エネルギー生産性（国内総生産とエ
ネルギー消費の比）も向上し，経済「成長とエネルギー消費の分離」度が上昇したが，それは
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最終エネルギー消費（1次エネルギー消費マイナス送電・転換損失）の生産性（最終エネルギ
ー生産性＝国内総生産と最終エネルギー消費の比）の向上に端的に現れている。つまり，2008
年から2014年までに年1.6%上昇しているから，先に述べた「国民行動計画　エネルギー効率
化」の実施によって，2020年目標の年2.1%は達成できるというわけである。この計画の目標は，
2020年までに390～460ペタジュールを削減するとされており，建物部門の効率化と投資・企
業モデルの構築，トップ・ランナー方式の推進等の比重が高い。さらに，2015年７月に決定
された「エネルギー転換成功のための重点」によって，2020年までに550万トンの二酸化炭素
の排出削減が加わる。
　　　分野別に見てみよう。まず電力部門：2014年の総電力消費は，2008年比で4.6%減少し，純
電力消費（総電力消費から送電損失・発電所自家消費を差し引く）も，前年比2.7%減少した。
これは経済全体の電力生産性の向上の結果であり，「1990年代以降増大する経済成長と電力消
費の分離の傾向が2014年にも継続している」ことを示している（28）。したがって，当然総発
電量も減少するのだが，それでも電力輸出は増加しており，総発電量の12%にもなる（2014
年：輸入38.9テラワット時，輸出74.テラワット時。2015年上半期25テラワット時の出超。28
～29。図12）。
　　　だが，2020年の総電力消費の目標は2008年比でマイナス10%であった。格段の効率化の発展
がなければ，これは達成できそうにない。
　　　次に建物部門：建物関連の最終エネルギー消費（熱需要：暖房，温水，冷房等）は，2014
年では全体の35%を占め，電力部門の２倍である（34）から，消費全体の削減にとってきわめ
て重要である。それだけに目標も大胆で，2020年の建物の熱需要はマイナス20%，１次エネル
ギー需要は2050年にマイナス80%とされ，「行動計画　気候変動2020」の「気候と調和する建
設と住居」戦略では，2050年までに「ほぼ気候中立的な建物」が全体を占めることが目標と
されたのであった（33）。
　　　だが，１次エネルギー消費は2008年比で2014年には14.8%減り，熱需要も12.3％のマイナス
である。このままでは2020年目標の20％は達成できない。莫大な資金が建物の近代化に投入
され，矢継ぎ早に革新的な措置がとられている。
　　　・2014年の「エネルギー節約令」の改訂によって，2016年１月以降の新築基準が25%引き上
げられ，「最小エネルギー建物基準」への道が開かれた。「エネルギー証明」〔ドイツ・エ
ネルギー庁が開発した，建物の熱需要，エネルギー消費の水準を示し，改築・売買時に必
要〕も強化された。
　　　・復興金融機関のプログラム「効率的な近代化」，「効率的な建設」（二酸化炭素―建物近代
化プログラム）による融資の強化・「市場刺激プログラム」の改訂によって，熱市場にお
ける再生可能エネルギーの拡張を促進する。
　　　・『刺激プログラム　エネルギー効率化」が，2016年から助成を強化する。
　　　・「エネルギー効率化戦略　建物」の目標は，2050年までにほぼ気候中立的な建物にするこ
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とで，「再生可能ではない１次エネルギー消費の割合を80％，つまり2008年のおよそ1200
テラワット時から2050年の約240テラワット時に減らす」（39）。
　　　だが，先行きは厳しいと言わざるをえないだろう。
　　　最後に交通部門：最終エネルギー消費は，2005年比で1.7%増えている（2014年）。2020年の
目標は10%の減，2050年には40%減だから，逆行していることになる。もう１つの目標である
交通の電力化（電気自動車，ハイブリッド車など），2020年に100万台，2030年に600万台（「行
動計画　気候変動2020」。46）も2008年から10倍化してはいるものの，2014年でもわずか2万
8264台である（43）。したがって，この部門では大胆かつ強力な措置（「行動計画　気候変動
2020」，46～54）が求められている。
　　　・増大する一方の都市貨物輸送では通行税によって鉄道輸送・水路輸送への転換を促し，ハ
イブリッド技術による営業用自動車の導入を促進する。
　　　・旅客交通では，「旅客公共交通」計画による鉄道交通への移行と自転車・徒歩利用の強化，
燃料節約に対する新車購入時のスプリット・スパー・トレーニング券の導入，カーシェア
リングが課題である。
　　　・交通電力化の強化では，「移動・燃料戦略」とヨーロッパ連合指針「輸送のためのクリー
ン・パワー」に従って，充電ステーションの拡張と営業用電気自動車の導入を促進する。
　　　・航空交通と海上交通に関しては，すでにヨーロッパ連合の「シングル・ヨーロッパ・スカ
イ」によって最短距離区間航空が導入され，国際海上交通でも代替燃料の開発・利用，液
化天然ガスの社会基盤拡張が進んでいる。
　　　しかし，この部門は建物部門以上の困難がある。とくに自家用車の場合には「リバウンド効
果」（エネルギー効率化の向上の結果として，結果的に消費量が増加する。たとえば自動車の
燃費が向上しても，より大型に乗り換えれば，燃料消費の絶対量は増える）の問題があるから
だ。
　②　再生可能エネルギーの拡張：（総）最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合
は，2020年18％，2030年30％，2040年45％，2050年60％の目標に対して，2000年の「再生可
能エネルギー優先法」の導入以来，右肩上がりに順調に発展してきている。それは同時に，再
生可能エネルギー源が全部門にとって重要な，とくに電力部門では「もっとも重要な電力源」
（13）になっていることを示している。つまり電力部門では32.6％（2015年暫定値。2020年目
標35％）を占め，熱部門12.5％（2014年。同目標14％），交通燃料部門5.6％（2014年。同目標
およそ12％）となっている（図13）。
　　　また，再生可能エネルギー源によるエネルギー供給の割合いはかなり異なっており，バイオ
起源固体燃料の32％が最大で，陸上風力16％，バイオガス13％，太陽光10％と続く（図14）。
　　　以下，部門別に概観しよう。
　　　まず電力部門：2000年以来総発電量は緩慢に増えてきたが，そのエネルギー源の構成は様
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変わりした。核エネルギーは29％から14％（2015年推計値）へ，石炭も25％から18％（2015
年推計値）へ大幅に減ったのに対して，再生可能エネルギーが7％から30％（2015年推計値）
に激増した（褐炭は26％と24％で変化していない。図15）。
　　　2015年の総発電量6518億キロワット時のエネルギー源別の構成と，再生可能エネルギー源
別の構成は，前者では再生可能エネルギーが30.1％で，褐炭の23.8％をはじめて抜いた。後者
を詳しく見ると，陸上風力が群を抜いて34.4％を占め，次いで太陽電池22.2％，バイオガス
18.1％と続く（図16。海上風力の低さが目立つが，これはバルト海の風力パークの遅れ，高圧
送電線網の遅れと密接に関連している。後述参照）。
　　ⅰ）固定価格買取制度（FIT:FeedinTariff）：再生可能電力（再生可能エネルギーによる発電）
がこのように増加してきた一番の要因は，2000年の「再生可能エネルギー優先法」（資料６）
によるいわゆる固定価格買取制度の実施である。電力網事業者は，電力供給事業者の再生可能
電力（含坑内ガス電力）を固定価格（供給報奨金）で買い取り，「遅滞なく優先的に，しかも
全量・・・接続する義務を負っている」（８条，11条）。報奨金は原則として20年間支払われ
る（22条）が，逓減していく。電力網事業者は送電線事業者に転売し，後者は報奨金を支払
う義務を負い，電力市場で販売し，その収入と報奨金の差額（賦課金）を電力供給事業者に要
求する（37～39条）。この賦課金は最終的に消費者が負担する（図17）。
　　ⅱ）直接販売（直接市場化）：2009年の法改定によって，再生可能電力は，直接市場化企業を
通じて電力市場で販売できるようになった。再生可能電力の市場競争力を高めるためである
（選択的な電力市場統合）。さらに2012年の改定では，再生可能電力供給事業者は，市場販売
の電力について市場割
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増金（供給報奨金と平均市場価格の差額）等を送電線事業者に対して要
求できる。この割増金も同じく消費者が賦課金として負担する。2014年の「再生可能エネル
ギー拡張法」は，まず最終電力消費に占める割合の目標値を実質的に引き上げた。つまり
2020年までに「少なくとも」35％，2030年までに「少なくとも」50％，2040年までに「少な
くとも」65％，2050年までに「少なくとも」80％という野心的な目標である（１条）。
　　　次に，従来の供給報奨金制度から，直接市場化政策への転換である。「再生可能エネルギー
または坑内ガスによる電力は，市場統合の目的のために直接市場化されなければならない」
（２条２項）。この目的を達成する目標の柱は，年2500メガワットの陸上風力，2020年に全体
で6500メガワットの海上風力（2030年には15000メガワット），年2500メガワットの太陽光，
年100メガワットのバイオマスである（３条）。そのために，2016年１月以降に運転を開始し，
設備容量が最高500キロワットの発電施設，2015年12月以前に運転を開始し，設備容量が最高
100キロワットの発電施設以外の発電施設は，電力市場で直接販売なければならない（37条）。
市場割増金の最大の利点は，市場価格の変動に対応して販売でき，利益をより大きくできるこ
とである（これに加えて，直接市場化に要する必要経費等に対するマネージメント割増金，バ
イオマスによる需給に応じた運転に対する 柔
フレキシビリティ
軟 性 割増金もある）。こうして，2012年に「蛙
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飛び」で増えた市場割増金の申請者（直接市場化の供給者）は，2014年以降うなぎ上りに増
加し，「2014年には再生可能電力のおよそ52％，66テラワット時，86億ユーロ，が市場割増金
によって助成されている」（15）。そして2020年には80%になると予測されている（図18。なお，
この助成制度は，2017年から競争入札に移行する。２条５項）。
　　ⅲ）賦課金の抑制と「公平な負担」：まず電力価格の動向と構成要素を確認しよう。
　　　家庭用の電力価格は，2000年のキロワット時当たり13.94セントから2014年の29.14セントま
で一直線に上昇し，2015年にはじめて28.68セントに下がり，2016年１月は28.69セントである。
そして，その内訳（2016年）を見ると，再生可能エネルギー法の賦課金を含む税金等（熱電
併給助成の賦課金，電力網利用料金令第19条の賦課金，陸上責任賦課金，遮断可能負荷の賦
課金，自治体平地・道路利用許可料金，付加価値税，電力税）が54％，電力網利用料金がお
よそ25％，発電費用が21％となっている。その絶対額（2016年）はそれぞれ6.11セント，7.07
セント，15.51セントであり，税金等の内訳は高い順に再生エネ法賦課金6.354セント，付加価
値税4.58セント，電力税2.5セント，自治体利用料金1.68セント，遮断賦課金0.59セント
（2015/2016年），熱電賦課金0.445セント，19条賦課金0.378セント，陸上賦課金0.040セントと
なっている（図19，20）。
　　　図21は，再生エネ法賦課金の変化を示している。
　　　次に製造業者用の電力価格とその内訳（2016年）を見ると，キロワット時当たり15.44セン
ト，再生エネ法賦課金6.354セントである。そして2016年の賦課金総額の229億ユーロは，電力
の半分を利用する製造業者が72億ユーロを負担し，４分の１しか利用しない家計が79億ユー
ロを負担している。しかも電力費用集約製造業者には，国際競争力を維持する（つまり，電力
を含むエネルギー費用のせいで国外移転し，雇用が失われるのを回避する。76）という名目
で大幅な軽減措置がとられている（図22）。
　　　電力価格，とくに再生エネ法賦課金を抑制し，低所得者層（平均所得の60％以下）へ配慮
するとともに，「公平な負担」に近づけるために，議会の激しい論争を経て２つの大きな変更
がなされた。第１に，2012年再生エネ法で賦課金を免除されていた自家発電・自家消費の場
合にも，送電線網事業者に対して賦課金の30%（～2015年），35%（～2016年），45%（2017年
～）を支払わなければならない（61条）。元来，製造業では自前の発電所をもって自家消費す
るのが一般的だったが，数年来家計・中小企業でも増加し，2014年には純電力消費の約10％，
49.7テラワット時を占めるようになっていた。免除された賦課金は，2014年で27億ユーロと推
定されている（16）。
　　　第２に，電力費用集約企業（従来は電力集約製造業企業）に対する再生エネ法賦課金の軽減
措置がある程度厳しくされたことである。電力費用集約性とは，総価値創造に対する電力費用
の割合であるが，2012年法ではそれが14％以上の企業は，最初の年１ギガワット時までは賦
課金全額6.240セントを支払うが，それ以上の電力に対応する賦課金は軽減されていた（～10
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ギガワット時：10％，10ギガワット時超～100ギガワット時：１％，100ギガワット時超：0.05
セント）。2014年法では，①電力費用集約性あるいは貿易集約性の高い219部門が指定され（附
則4），②集約性は，2015年16％以上，2016年17％以上となる。１ギガワット時超の場合は一
律に15％を支払う（64条）。ただし，20％未満の集約性の場合には，賦課金は総価値創造の４
％を超えてはならない（「キャップ」）し，20％超の場合には最高で総価値創造の0.5％とする
（「スーパー・キャップ」）。③鉄道については年２ギガワット時以上で，集約性が20％以上の
場合に割引になる（65条）。
　　　その結果はどうであろうか。ドイツ輸出規制庁によれば，2015年は2209社（企業2000強，
鉄道120以上）が10万7000ギガワット時，48億ユーロの割引を受けたのに対して，2016年はこ
れまで2080社（企業1947，鉄道133）で10万5000ギガワット時となる（因みにそれ以前は，
2010年570社，８万ギガワット時強，2011年：603社，７万6000ギガワット時，27億ユーロ，
2012年：735社，８万5000ギガワット時，25億ユーロ，2013年：1716社，９万6000ギガワット
時，39億ユーロ，2014年：2098社，10万6000ギガワット時，51億ユーロの割引を受けている）。
つまり，軽減措置を受けている企業は，全ドイツ約４万5000企業のうち４％強に当たるが，
プログノス社によれば，全電力の39％を消費している（図23）。これが電力価格と再生エネ法
賦課金に対して，今後どのような影響を与えるのかは，現段階では定かではない。さらに，電
力価格を構成するその他の賦課金等の軽減措置（熱電併給助成，電力網利用料金，陸上責任，
遮断可能負荷，自治体平地・道路利用許可料金）も併せて考えると，いっそう不確定と判断せ
ざるをえない。
　　ⅳ）電力網の拡張と近代化：再生可能電力は，現在でも急速に伸びている（図24）。2014年に
は総電力消費に占める割合は27.4％であったが，2015年（暫定値）は32.6％である。その内訳
（2014年）は，陸上・海上の風力を会わせて9.7％，次いでバイオマスが8.3％，太陽光が6.0％，
水力が3.3％となっている。絶対値で見ると，161.4テラワット時を発電し，はじめて褐炭を抜
いて首位に立った。風力が57.4テラワット時（内海上風力は1.4テラワット時），バイオマス全
体で49.2テラワット時（最大のバイオガスが29.1テラワット時），太陽光が35.1テラワット時，
水力が19.6テラワット時，地熱が0.1テラワット時と続いている。（14～15）。
　　　2050年の目標である「少なくとも80％」まで拡張するとすれば，送電線網と配電網の拡張
が必須である。まず，北ドイツの風力電力を南の消費地に送電しなければならず，さらにヨー
ロッパ域内電力市場をつくって再生可能電力を費用効率的に統合し，供給の安定化を図る必要
がある。また分散的な再生可能電力を高圧送電線に送るためには配電網の拡張が不可欠である
（80）。
　　　まず，送電線網に関しては，2009年の「エネルギー回線拡張法」の計画，1876キロメート
ルのうち，建設されたのはわずか487キロメートル，26％にすぎない（図25）。また2013年の
「ドイツ必須計画法」の計画，3050キロメートルも始まったばかりである（図26）。原因は，
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住民の反対運動だ。「エネルギー転換」に賛成の人も，連邦や州，とりわけネット庁による説
明不足や押しつけ，架空送電線による景観破壊，電磁波の影響等を指摘している（その結果，
政府は地中化優先の方針を決定した）。もう１つは，原資として予定されている電力網利用料
金の値上げである（割高な地中化がそれに拍車をかける）。2014年のキロワット時当たり29.52
セントのうち，実に22％の6.47セントを占めている（年3500キロワット時を消費する家計の場
合。84）。　
　　　次に，地域圏の再生可能電力は，発電地域で消費されるのでないかぎり，高圧送電線に接続
しなければならない。また電力市場統合を進め，電力供給の安定化を図るためにも必要である。
同時にそれは，適切な需給調整を可能とするスマート・グリッドの活用と連携することによっ
ていっそう促進される。
　　　最後に，ヨーロッパの電力取引がシステム全体の効率を高めると同時に，供給を安定化させ
るのは言うまでもない（ただし，ドイツは全体としては電力輸出国である。図27）。ヨーロッ
パ「電力網同盟」がドイツのエネルギー転換を促進するだけでなく，ヨーロッパのエネルギー
転換にも発展させ，国際的プロジェクトを形成する重要な手がかりともなるだろう。
　　ⅴ）供給の安定化：再生可能エネルギーが発電施設の設備容量に占める割合は，2014年に46%
になった（風力38.3ギガワット時，太陽光38.3ギガワット時）。しかし，在来型のエネルギー
源による発電が，依然として74.2%を占めている（図28）。
　　　核脱却と再生可能電力の拡張を進めると同時に，化石燃料からの脱却をめざしながら，電力
は安定的に供給されなければならない。これはきわめて複雑で困難な課題であり，したがって
ドイツの政策は矛盾し錯綜していると判断せざるをえない。
　　　供給に関しては，まずバイオマスを中心とする熱電併給の強化がある。2016年の法改定に
よって，2020年までに25%拡張することが決定された（62）。
　　　次に，石炭と天然ガスの火力発電所が建設中であり，2019年までに5.1ギガワット時が完成
する予定である（64＊）。たしかに5.3ギガワット時の発電所が2019年までに廃止される予定で
あり（2015年10月現在），また2.7ギガワット時の褐炭火力発電所も，４年間で段階的に廃止さ
れる（65）が，石炭火力発電所が稼働し続ければ，「2020年までに1990年比で少なくとも40％
の二酸化炭素の排出を達成する」目標は明らかに達成できない。だから，天然ガスを「化石エ
ネルギーから再生可能エネルギーへの架け橋」（62）と位置づけ重視しているが，その90%を
ロシア，スウェーデン，オランダからの輸入に依存しており，しかも温室効果ガスや大気汚染
物質を排出することに変わりはなく，有限な資源なのである。
＊ドイツ・エネルギー・水事業連盟（2015年４月現在）によると，試験運転中の石炭火力2.582ギ
ガワット時，建設中が1.052ギガワット時，認可手続き中が1.0ギガワット時で，合計3.634ギガワ
ット時である。認可手続中の褐炭火力が1.760ギガワット時もある！
　天然ガス火力は，試験運転中0.445ギガワット時，建設中1.480ギガワット時，認可手続中（含認
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可済）5.885ギガワット時，計画中5.150ギガワット時で，合計12.960と最大である（https://
www.bdew.de/internet.nsf/id/76A71AB150313BB7C1257E26002AE5EB/$file/150413%20
BDEW%20Kraftwerksliste.pdf参照）。
　　　さらに，再生可能電力の拡張にとっても重要な蓄電に関しては，「現時点で確立され実証さ
れた唯一の蓄蔵形態である揚水式発電所」9.2ギガワット時がある（そのうち３ギガワット時
の発電所はルクセンブルクとオーストリアにある）が，およそ570メガワット時の発電所がル
クセンブルクとオーストリアに建設中である（64～65）。
　　　最後に，ヨーロッパ域内電力市場の連携の強化がある。ヨーロッパの送電線網事業者（アン
プリオン（ドイツ），オーストリア電力グリッド，エリア（ベルギー），クレオス・ドイツ（ガ
ス），テネット（ドイツ），スイス・グリッド2015，コンセンテック（ドイツ），r2bエネルギ
ー・コンサルティング（ドイツ））はドイツ，フランス，オーストリア，スイス，ベネルック
スを「電力の友人」と見なし，電力融通による調整効果が供給安定化に貢献することを確認し
ている（63）。だが，スウェーデンとの連携や「デザーテック」計画〔ローマクラブなどが中
心となってつくった，サハラ砂漠で太陽熱発電・太陽光発電を行い，アフリカとヨーロッパに
送配電する計画。小さなプロジェクトは実施されてきたが，2014年に中核の「デザーテック
産業イニシアティブ」，ドイツ銀行などが撤退した〕も含めて，ヨーロッパをこのようにドイ
ツの「エネルギー転換」の構成要素として強調すればするほど，「エネルギー転換」がドイツ
の「特殊な道」であり，「世界の模範」にはなりえないことを語ることにはならないか。
　　　次に熱部門：熱市場（とくに暖房，温水，プロセス熱）は，「最終エネルギー消費のおよそ
半分を占めている〔建物部門の35％を上回る！〕から，「ドイツのもっとも重要なエネルギー
消費部門である」（19）。そして，2020年の14％目標に対して，2014年にはすでに12％を達成
している。しかし，2020年以降の目標も提示されていない。しかも2015年３月の「熱市場に
おける再生可能エネルギー利用措置を促進する指令」にもかかわらず，遅々として進んでいな
い。なぜなのか，深く研究すべきである。
　　　最後に交通部門も進展が見られず，わずかに5.6％である（2014年）。ここでの目標は，2009
年のヨーロッパ連合指針で規定された2020年までに10％である。バイオ燃料，非バイオ起源
再生可能燃料，電気自動車と鉄道への再生可能電力の利用によって達成できるとされるが，バ
イオ燃料には本質的な限界（食料生産の優先，生態系の保全）があることに加え，電気自動車
も難点（充電ステーション，価格，走行距離等）を克服していない。世界自然保護基金ドイツ
等の「気候保護計画2050」でも充分な対策が講じられているとは言えない（資料15）。
※本稿の作成にあたっては，社会学部４年生，西嶋みなみ，同３年生，石川舞花，両君の協力を得
た。
